
第１節　環境学習等の推進環境学習等の推進

第１１章　環境学習の推進、国際環境協力及び各種基盤施策
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表 平成 年度もりの学舎事業実施状況

来館者数 人

内 容 開 催 日 開催回数 定 員
参加

者数

インタープリターと歩くもりのツアー（無料）

「もりコース」

インタープリター（森の案内人）と、身近

な自然を体感しながら森の中を散策する

「かめの池コース」

インタープリター（森の案内人）と、かめ

の池周辺の自然といきものを鑑賞する

毎週土・日・祝日 １日２回 １回当たり

人

（ただし、

「かめの池

コース」は

人）

人

あそび工房（無料）

インタープリターによる自然素材やリサイ

クル素材などを使った工作教室

ＧＷや夏休みなど

の特定日

１日２回又は

３回

１回当たり

人

人

その他の事業（無料）

もりの学舎キッズクラブ、夏・冬おやこで

工作、折紙教室など

随時実施

－ －

人

（資料）環境部調べ

インタープリターと歩くもりのツアー もりの学舎キッズクラブ

（もりコース）

（３）環境学習コーディネーターの活用

環境学習は、具体的な行動に結びつけていくこ

とが重要で、そのためには、地域を教材とした自

然体験や社会体験などを通して実感を持って学

ぶことが非常に有効です。こういった体験型の環

境学習を地域や学校等で推進するためには、地域、

学校、 、事業者、行政等が連携・協働し、各

主体のノウハウを生かしあうことが重要です。

このため、県では「環境学習コーディネーター」

を平成 年度からあいち環境学習プラザに設置

し、講師・活動場所の紹介といった相談業務や、

講師と相談された方の間に入って、講義の日程や

学習内容の調整などを行うコーディネート業務

を実施しています。（図 ）

平成 年度の依頼件数は、相談業務が 件、

コーディネート業務が 件でした。

また、環境学習施設や市町村等で環境業務等携

わっている方を対象とした「環境学習コーディネ

ーター研修」を開催し 名が参加しました。
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（４）環境学習プログラムの実施

小・中学生を始めとした県民を対象に、あいち

環境学習プラザ、もりの学舎等で、簡単な実験な

ども交えて行う体験型の環境学習講座などを実

施しました。平成 年度は、水のよごれなどの

身近な問題や地球温暖化や生物多様性などの地

球環境問題をテーマに、実験や自然体験を交えた

講座等を開催しました。

（５）愛知県環境学習施設等連絡協議会の運営

県は、愛知県環境学習施設等連絡協議会（愛称：
あえる

ネット）を設置し、県内の環境学習施設や市

町村などに参加してもらい、それぞれが保有する

環境学習プログラムや指導のノウハウ等の情報

を共有するなど、各施設間のネットワークづくり

を進めています。

平成 年度は、協議会を２回開催し、①環境

学習の充実、②情報発信の強化、③連携した取組

の推進、④組織の拡充について検討しました。

 

 

図 環境学習コーディネーターについて

環境学習を受けたい方
（例 学校の先生、企業の研修担当）

環境学習を提供できる方
（例 企業の 担当、 ）

両者をつなぐ調整役（コーディネーター）がそれぞれのご相談に応じます

環境学習コーディネーターとは？

 ・環境学習ってどうやって
やるんだろう？

・講師は誰に頼めば
いいんだろう？

 ・どんな環境学習が必要と
されているだろう？

・どこに話を持っていけば
いいんだろう？

コーディネートの流れ（学校から環境学習の依頼を受けた場合）

学

校

等

事
業
者
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ

 

コーディネーター活用の効果

●コーディネーターの持つ幅広いネットワークから学習内容に適した外部講師や活動場所を選定す
ることができる。

●外部講師との調整に要する時間・手間を軽減することができる。
●相談者の希望する学習内容と外部講師の持つプログラムの調整ができる。
●学習内容についてアドバイスが得られ、より継続的・発展的な学習にすることができる。

ネット協議会
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（６）あいち環境学習情報ライブラリーによる

情報発信

ウェブサイト「あいち環境学習情報ライブラリ

ー」では、あいち環境学習プラザやもりの学舎な

どで開催するイベント情報や県内の環境学習施

設情報等を発信しています。

（７）こどもエコクラブ活動への支援

環境省の呼びかけにより始まったこどもエコ

クラブは、子どもたちが地域の中で楽しみながら

自主的に環境活動・学習を行うクラブで、本県内

では、平成 25 年度末で 133 クラブ 9,732 人がリ

サイクル・美化活動・自然観察会など様々な活動

を行いました。

県は、地方事務局としてこどもエコクラブの活

動の支援を行いました。

２ 学校における環境教育の推進【義務教育課、

高等学校教育課、環境活動推進課】

学校教育における環境教育は、社会科（高等学

校においては、地理歴史科及び公民科）、理科、

生活科、家庭科(中学校においては技術・家庭科)、

保健体育科等の関係教科及び道徳、総合的な学習

の時間、特別活動など、それぞれの目的に即して

取り上げられています。

県で行っている環境教育の指導方針は、次のと

おりです。

○ 環境問題に関心をもたせ、環境の保全やよ

りよい環境の創造のために主体的に取り組

む態度と能力を育てる。

○ 自然とふれあう機会を多くもたせ、豊かな

感受性や創造性を育てる。さらに、身近な事

象の中から問題を見付け、意欲的に問題を解

決していこうとする態度と能力を育てる。

○ 自然環境の状況は、地域によって異なるた

め、地域の実態に合った身近な問題を取り上

げ、具体的な活動を通して学習できるように

工夫する。さらに、生涯学習として発展させ

ていくために、学校、家庭、地域社会との連

携の中で継続して展開していく。

平成 25 年度は、学校における環境教育の推進

を図るため、次の事業などを実施しました（表

11-1-2）。

平成 25 年度版環境学習副読本「わたしたちと環境」

AEL ネットとは Aichi Environmental Learning Network の頭文字をとったもので、県内の環境学習施

設等が協力して、地域における環境学習を進めていくために設置された環境学習のネットワークのこと

です。平成 26 年８月末現在で、148 施設 29 市町村が加盟しています。

AEL ネットに加盟している施設等では、環境全般、エネルギー、自

然、ごみを減らす３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）、水環

境などについて学習することができます。

より多くの県民の皆様に楽しく環境学習を行っていただくため、

AEL ネットに加盟している 120 施設等が連携して、環境学習のスタン

プラリー講座を平成 26 年７月 12 日から平成 27 年１月 23 日まで開

催しています。各施設等が実施している講座に参加するごとに、ス

タンプを１個押し、スタンプを３個以上集めた参加者に抽選で記念

品を贈呈します。
AEL ネット環境学習スタンプ

ラリースタンプ帳

第
２
部

　第
１１
章

191



表 11-1-2 学校における環境教育推進事業例（平成 25 年度）

（資料）環境部・教育委員会調べ

３ 環境月間行事の実施【環境活動推進課】

1972 年（昭和 47 年）６月５日から２週間、

スウェーデンのストックホルムで国連人間環境

会議が開催されたことから、国連は６月５日を

「世界環境デー」と定め、日本でも環境基本法

により「環境の日」と定めています。

また、環境省の主唱により、平成３年度から、

毎年６月の１か月間を「環境月間」（昭和 48 年

度から平成２年度までは、６月５日を初日とす

る週間を「環境週間」としていました。）とし、

環境問題の重要性を認識するとともに将来に向

かってよりよい環境を創出するための努力と決

意を新たにする機会として、各種の記念行事を

実施しています。

県においても、毎年、環境月間に各種の行事

を実施しており、平成 25 年度は、６月５日にウ

ィルあいちで「県民のつどい」を開催し、環境

保全関係功労者の表彰式とジャーナリスト田原

総一朗氏による環境に関する講演を行いました。

「県民のつどい」環境保全関係功労者の表彰

事 業 内 容

環境学習副読本の

作成・配付

県内の小学校の４年生に対し、環境学習副読本「わたしたちと環境」を作成・配付（名

古屋市立は各校１冊配付）

心の教育推進活動

の実施

県内の小・中学校において、家庭・地域との連携を基盤に、環境保護、自然とのふれあ

い、奉仕、福祉等の体験を重視した教育活動を実施

あいちグリーンウ

ェイブ運動

県内の全小・中学校において、５月 22 日の国際生物多様性の日を中心に、ドングリの

植樹・水やり、植樹や生物多様性にかかわる講話、必要に応じたイベントなどを実施

県では、小学校における環境学習を推進するため、平成４年度から毎年度、小学校高学年を対

象とした環境学習副読本「わたしたちと環境」を作成しています。環境教育が充実・強化された

小学校学習指導要領が平成23年度に施行されたことを受け、県内の小学校の教師からアドバイス

をいただき、内容を平成26年３月に全面改訂しました。

主な改訂の内容は、図や写真を大きく表示し、文章や言葉をよりわかりやすいものにしたこと、

子どもたち自身が考えたことを書き込めるワークシートを導入したこと、本の大きさを教科書と

同じサイズにしたこと、教師向けガイドブックを作成したことです。

副読本は、子どもたちの身近な自然環境から、広範

な地球環境へと学習対象を広げる構成となっており、

社会科、理科、家庭科、総合的な学習の時間などの授

業で活用できます。また、教師向けガイドブックは、

本編と資料編の２部構成で、本編には副読本の指導上

のポイントを、資料編には環境に関する詳しい情報、

各市町村のデータなどを掲載しています。

【環境学習副読本及び教師向けガイドブック】http://www.pref.aichi.jp/0000069735.html

自然のはなしのページ
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第２節　自発的な環境配慮活動の促進
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第３節　企業の環境保全活動の支援
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の取組を進めることができるように、環境省がガ

イドラインを策定した「エコアクション 21」な

どがあります。県は中小企業における取組を促進

するため、エコアクション 21 の概要や導入事例

を紹介したセミナーや、認証取得に向けた研修会

を実施しています。

２ 公害対策に対する助成【環境政策課】

公害の防止は事業者の責務であり、これに要す

る費用は原則として事業者が負担すべきもので

す。しかし、事業者の中でも中小企業者は、資金

力が弱いなどの理由により公害防除施設の整備

を行うことが困難な場合が多いため、県は、昭和

40 年度から中小企業者を対象とした融資制度を

設けています。

この制度は、県が資金を取扱金融機関に預託し、

県が認定した公害防除施設の整備費等を取扱金

融機関から融資するものです。

対象は、大気汚染、水質汚濁、騒音等の公害を

防止するための施設整備費及び現在地で公害を

防止することが困難な場合の工場移転に要する

「エコアクション 21」(以下、EA21）は、環境省が策定し、普及を進めている環境マネジメントシス

テムです。このシステムは、中小企業の方々が容易に取り組めるよう工夫されており、EA21 に取り組む

ことにより、環境面だけでなく、経費の削減や生産性の向上など経営面での効果も期待できます。

愛知県は、EA21 を普及するため、平成 22 年度から毎年、EA21 に関するセミナーを開催し、EA21 の概

要や導入事例を紹介しています。平成 26 年度は７月 25 日(金)に開催し、70 名の事業者等の方々が参加

されました。

また、このセミナーに加え、平成 26 年度から、EA21 の認証取得を目指す事業者を対象に、認証取得

に向けた研修会を開催しています。

この研修会では、県東大手庁舎のあいち環境学習プラザ(名古屋市内）及び県西三河総合庁舎(岡崎市

内）の２会場において、８月 25 日（月）から２月 19 日(木)まで全６回の研修を実施します。

研修カリキュラムとして、環境省が策定した「エコアクション 21 ガイドライン」に基づき、講師の

EA21 審査人からアドバイスを受けながら、実際に事業所の環境方針や環境目標を立て、方針や目標達成

のための計画を策定し、その計画に従って環境配慮の取組を進め、取組結果を環境レポートとして公表

し、取組結果に基づいて新たな目標を設定するという一連の PDCA の流れを経験します。

この研修を最後まで受講し、研修終了後に審査機関である EA21 地域事務局に申請をすると、審査を経

て EA21 の認証を取得することができます。

今回の研修には 24 名の事業者の方々が参加され、EA21 の認証取得に向けて取り組んでいます。参加

者の方にアンケートを実施したところ、「研修会に参加し、改めて会社と事業の全体像を見渡すことがで

きた」、「環境配慮のための具体的な取組のイメージができた」との声をいただきました。

セミナーの様子 研修会の様子

第
２
部

　第
１１
章

195



< >

< >

第４節　国際環境協力の推進
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第５節　公害の防止、健康被害者の救済
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（２）公害防止計画の施策

ア 策定地域

愛知地域公害防止計画の策定地域は図

のとおりです。

イ 計画の目標

公害防止計画では、大気汚染、水質汚濁、騒音

に関する環境基準などを達成・維持することを目

標としました。

図 愛知地域公害防止計画の策定地域（平成 ～ 年度）

 
 
 
 

ウ 公害の防止に関する施策

計画の目標を達成・維持するため、発生源など

に対する各種規制及び監視を強化・充実させると

ともに、下水道の整備、河川のしゅんせつ等の公

害防止対策事業をはじめとした施策を実施する

ことにより、計画の総合的な推進を図ることにし

ました。

また、主要課題として「都市地域における大気

汚染対策」、「自動車交通公害対策」、「伊勢湾（三

河湾を含む）及びその流域都市内河川の水質汚濁

対策」及び「油ケ淵の水質汚濁対策」を挙げ、こ

れらの施策を重点的に実施することにしました。

２ 公害防止協定【環境活動推進課】

県は、大気汚染物質などの排出量が大きく地域

の環境に著しい影響を及ぼすおそれのある７社

工場（平成 年３月末現在）と、関係市町村

とともに公害防止協定を締結し、環境への負荷の

低減に努めています（表 ）。

本県の締結している公害防止協定の特徴は次

のとおりです。

① 法令値を上回る厳しい協定値の設定、法令

にない項目についての協定値の設定、監視･

測定体制の整備等具体的な公害防止対策を

定め、かつ、毎年度その内容について協議す

ること 
② 公害関係施設などの設置・変更について事

前に協議すること 
③ 地域住民の直接の窓口である市町村も協

定当事者として参加し、県と協力して効果的

な指導を行うこと 
 
 

：公害防止計画策定地域
第
２
部

　第
１１
章

198



 

 

表 本県が当事者となって締結している公害防止協定

締結年月日 対 象 工 場 関係市町村

昭和 年９月 日 新日鐵住金㈱名古屋製鐵所 東海市

年３月 日 日鉱日石エネルギー㈱知多製造所 知多市

年 月８日 中部電力㈱西名古屋火力発電所 飛島村

年８月 日 出光興産㈱愛知製油所 知多市

年 月７日 大同特殊鋼㈱知多工場 東海市

〃 愛知製鋼㈱知多工場 〃

年４月 日 東邦瓦斯㈱知多熱調センター 知多市

〃 中部電力㈱知多火力発電所 〃

年 月 日 中部電力㈱知多第二火力発電所 〃

年８月 日 中部電力㈱碧南火力発電所 碧南市、安城市、西尾市、高浜市

平成 年６月 日 中部電力㈱武豊火力発電所 武豊町、半田市、常滑市、美浜町

（平成 年３月末現在）

３ 公害苦情、公害紛争の処理【環境政策課】

（１）公害苦情の処理状況

公害に関する苦情は、地域住民に直接かかわ

る問題であり、その適切な処理は住民の生活環

境を保全する上から重要です。公害苦情につい

ては、原則として地域住民とより密接な関係に

ある市町村においてその処理を行い、県では２

以上の市町村にまたがる広域的なもの、処理に

高度で専門的な技術を要するものなど、市町村

で処理することが困難な苦情について市町村

に協力し、処理に当たることにしています。

平成 年度に県内の市町村が受け付けた公

害苦情の件数は 件（平成 年度からの

繰越件数を含めた公害苦情総件数は 件）

で、前年度に比べて 件減少しました（図

）。

また、公害苦情を典型７公害（環境基本法第

２条第３項に規定する大気の汚染、水質の汚濁、

土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪臭）

と典型７公害以外に分けると、典型７公害は

件（ ％）、典型７公害以外は

件（ ％）となっています。典型７公害の苦

情件数を種類別に見ると、大気汚染（ 件）、

騒音（ 件）、悪臭（ 件）などの順とな

っています（図 ）。

図 公害苦情処理件数の経年変化

 （資料）環境部・公害等調整委員会調べ 

件

受付年度

町村部

名古屋市を除く市部

名古屋市

平成
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図 種類別典型７公害苦情件数の経年変化

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（資料）環境部・公害等調整委員会調べ 

（２）公害紛争の処理状況

公害苦情が解決されなかった場合は、公害苦情

が公害紛争にまで発展することがあります。公害

に関する紛争を迅速かつ適切に解決するため、公

害紛争処理法により、重大事件、広域処理事件等

は総務省の外局である公害等調整委員会が、それ

以外は県公害審査会が、あっせん、調停、仲裁及

び裁定（裁定は公害等調整委員会のみ）を行うも

のとされています。

県では、昭和 年 月に、公害紛争処理法及

び愛知県公害審査会の設置等に関する条例に基

づき愛知県公害審査会を設置し、公害紛争の処理

に当たっています。平成 年度中に同審査会が

扱った事件は、平成 年度に受け付けた調停事

件１件で、平成 年度中に終結しました（打切

り）。

また、これまで受け付けた事件の累計は 件

（あっせん４件、調停 件）であり、これらの

事件の中では、騒音に係るものが 件（うち

件は他の公害との複合）と最も多くなっています。

４ 公害健康被害者の救済【環境政策課】

昭和 年９月に施行された公害健康被害補償

法（昭和 年３月から公害健康被害の補償等に

関する法律に題名改正）に基づき、名古屋市及び

東海市のそれぞれ一部が大気汚染系疾病の指定

地域とされたことから、県及び名古屋市は、この

地域に一定期間以上居住又は通勤し、気管支ぜん

息などの指定疾病にかかっていると認定された

公害健康被害者に対して、療養の給付、障害補償

費等６種類の補償給付及び転地療養などの公害

保健福祉事業を行っています。

なお、昭和 年３月１日をもって大気汚染系

疾病の指定地域はすべて解除されたため、現在は、

公害健康被害者の新たな認定は行われていませ

んが、既被認定者に対しては従来どおり認定更新、

補償給付等を行っています。

認定更新等は、名古屋市の地域については名古

屋市が、東海市の地域については県が実施してお

り、それらに要する費用については、硫黄酸化物

を排出する全国の工場・事業場から徴収される汚

染負荷量賦課金、自動車重量税のほか、一部国

費・県費が充てられています。

認定状況などについては表 、表

のとおりです。

（年度）

騒音

悪臭

大気汚染

振動

土壌汚染・
地盤沈下

水質汚濁

騒音

（件）

悪臭

大気汚染

水質汚濁

振動

土壌汚染・
地盤沈下

平成

第
２
部

　第
１１
章

200



第６節　環境影響評価の実施
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響評価審査会の設置等を定めており、環境影響評

価法とともに制度の適正な運用に努めています。

（１）対象事業

環境影響評価法では、道路、ダム、鉄道、飛行

場、発電所、廃棄物最終処分場、公有水面の埋立

て・干拓、土地区画整理事業、新住宅市街地開発

事業、新都市基盤整備事業、流通業務団地、工業

団地及び住宅団地の造成、港湾計画のうち、規模

が大きく、環境に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る事業を対象としています。

また、条例では、法の対象事業（港湾計画を除

く。）に加え、ごみ焼却施設、し尿処理施設、産

業廃棄物焼却施設、下水道終末処理場、工場・事

業場、農用地及びレクリエーション用地の造成、

鉱物の掘採又は土石の採取等の事業についても

独自の対象事業としています。

（２）環境影響評価条例の手続

条例の手続は、大きく分けて、①計画段階環境

配慮書に係る手続、②環境影響評価方法書に係る

手続等、③環境影響評価準備書に係る手続、④環

境影響評価書に係る手続、⑤事後調査に係る手続

等の５つの段階に分けられます（図 ）。

① 計画段階環境配慮書に係る手続 
事業者は、事業の位置や規模、建造物などの

構造、配置を検討する段階で、原則として複

数の案について、重大な環境影響を回避し、

又は低減するため、既存資料などを用いて、

環境の保全のために配慮する必要がある事項

を検討し、「配慮書」としてまとめ、公表しま

す。 
事業者は、県民や知事などからの意見や社会

性、経済性なども踏まえて事業計画を決めて、

次の方法書以降の手続に反映することになり

ます。 
② 環境影響評価方法書に係る手続等 

地域の特性を踏まえた環境アセスメントを

行うため、事業者は、どのような項目につい

て、どのような方法で調査・予測・評価をし

ていくのかの計画などを「方法書」としてま

とめ、公告し、縦覧します。 

事業者は、県民や知事などからの意見を踏ま

えて、環境アセスメントの方法を決めて、環境

アセスメントを実施します。 
事業者は、方法書の手続を経て決定した環境

アセスメントの項目や方法に従って、調査・予

測・評価を行います。これらと並行して、環境

の保全のための対策を検討し、この対策を行っ

た場合の環境影響を総合的に評価します。 
③ 環境影響評価準備書に係る手続 

事業者は、調査・予測・評価の結果や環境保

全対策の検討の結果などを「準備書」としてま

とめ、公告し、縦覧します。 
事業者は、県民や知事などからの意見を踏ま

えて、次の評価書を作成することになります。 
④ 環境影響評価書に係る手続 

事業者は、準備書についての意見の内容を検

討し、必要に応じて準備書の内容を見直した上

で、「評価書」としてまとめ、公告し、縦覧し

ます。この公告までは事業を行うことはできま

せん。 
⑤ 事後調査に係る手続等 

工事に着手した後でも、工事中や供用後の環

境の状況などを把握するために、「事後調査」

が必要な場合があります。たとえば、環境の保

全のための対策の実績が少ない場合やその効

果に不確実性が大きい場合などに、事後調査の

必要性が検討されます。 

２ 環境影響評価の実施状況【環境活動推進

課】

法及び条例に基づく環境影響評価の実施状

況は表 及び表 のとおりです。
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表 環境影響評価を実施した事業

事 業 名 評価書縦覧終了年月日 実施根拠

知多横断道路 平成 年６月１日 条例

出光愛知製油所第３号発電設備増設計画 平成 年８月１日 法

東部丘陵線 平成 年 月１日 条例

日光川下流流域下水道 平成 年 月５日 条例

豊田市新清掃工場設置 平成 年２月 日 条例

刈谷知立環境組合ごみ焼却施設更新 平成 年４月 日 条例

岡崎市新一般廃棄物中間処理施設建設 平成 年１月 日 条例

豊川水系設楽ダム建設事業 平成 年７月 日 法

茶屋新田土地区画整理事業 平成 年９月 日 法

春日井熊野桜佐土地区画整理事業 平成 年 月３日 法

衣浦港３号地廃棄物最終処分場整備事業 平成 年 月 日 法

小牧岩倉衛生組合環境センター

ごみ処理施設更新
平成 年２月 日 条例

豊田・岡崎地区研究開発施設用地造成事業 平成 年 ２月 日 条例

西名古屋火力発電所リフレッシュ計画 平成 年 ９月 ５日 法

（平成 年３月末現在）

表 環境影響評価手続を実施中の事業

事 業 名 手続状況 実施根拠

都市計画道路 西知多道路
平成 年９月 日

準備書に対して知事意見を提出
法

北浜ふ頭地先公有水面埋立て
平成 年９月 日

方法書に対して知事意見を提出
法

名古屋都市計画ごみ焼却場（一般廃棄物処

理施設）北名古屋ごみ焼却工場建設事業

平成 年 月 日

準備書に対して知事意見を提出
条例

知多都市計画ごみ焼却場（一般廃棄物処理

施設）東部知多クリーンセンター整備事業

平成 年２月 ７日

準備書の公告・縦覧開始

（３月 日まで）

条例

中央新幹線（東京都・名古屋市間）
平成 年３月 日

準備書に対して知事意見を提出
法

（平成 年３月末現在）
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図 愛知県環境影響評価条例の手続の概要

事 業 者 知 事 市町村長県 民 等

配慮書の案

公 表

意 見 聴 取

意 見 書

配 慮 書

公 表

意 見 聴 取

意 見 書

意見概要・
事業者見解

審査会意見

市町村長意見

知 事 意 見
（ 日以内）

対象事業に係る計画の策定

配

慮

書

（

計

画

段

階

配

慮

事

項

の

検

討

） 

方 法 書

公告・縦覧
（１月間）

説明会の開催

意 見 書
（１月＋２週間）

意 見 概 要

市町村長意見
審査会意見

知 事 意 見
（ 日以内）

環 境 影 響 評 価 の 項 目 、
調査・予測・評価の手法の選定

方
法
書
（
環
境
影
響
評
価
の
項
目
・
手
法
の
選
定
）

 は、法の対象事業についても行われる手続です。

点線は、必要に応じて行われる手続です。 次ページへ続く 
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事 業 者 知 事 市町村長県 民 等

市町村長意見

評 価 書

公告・縦覧
（１月間）

説明会の開催

意 見 書
（１月＋２週間）

工事の着手届

審査会意見

知 事 意 見
（ 日以内）

環境影響評価の実施

調 査 予 測 評 価

環 境 保 全 措 置 等 の 検 討

準 備 書

公告・縦覧
（１月間）

準
備
書
（
環
境
影
響
評
価
の
結
果
の
公
表
）

環 境 影 響

評価の実施

意見概要・
事業者見解

許可等への配慮

公聴会の開催

許可等

権 者 

事後調査の実施（工事中）

報告書
許可等

権 者 
公告・縦覧
（１月間）

審査会意見

知事意見

報告

工事の完了届

事後調査の実施（供用後）

評 価 書

（結果の修

正・確定）

対

象

事

業

の

実

施

・

事

後

調

査

の

実

施

許可等

権 者 

（資料）環境部作成 
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第７節　環境に関する調査・研究
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表 平成 年度に実施した主な調査の概要

区 分 主 な 調 査

環

境

調

査 

大 気 

・沿道自動車排出ガス調査 
・酸性雨等の実態調査（湿性沈着物調査、乾性沈着物調査） 
・温室効果ガス等調査（大気中の温室効果ガス及びオゾン層破壊物質濃度測定） 
・石炭利用等に伴う大気汚染物実態調査 
・ 環境調査

騒 音・振 動 
・新幹線鉄道騒音振動調査 
・道路交通騒音振動調査 
・航空機騒音調査 

悪 臭 ・発生源周辺等の悪臭測定調査、悪臭排出状況調査、規制手法検討調査

水 質 ・ 土 壌  

・公共用水域（河川、湖沼、海域）の水質調査・底質調査 
・伊勢湾広域総合水質調査 
・土壌汚染状況調査 
・油ヶ淵流域水環境調査 

地 下 水  ・地下水質の概況調査  
・過去に判明した汚染状況把握のための地下水質調査

放 射 能  
・一般環境の空間線量調査 
・降下物（雨水やちり）調査 
・土壌、海水等の放射性物質濃度調査 

発
生
源
調
査 

大 気 関 係 

・法規制指導 
（ばい煙測定、有害物質排出検査、アスベスト解体等現場検査、指定物質排

出測定、 排出測定） 
・条例規制指導 
（ばい煙測定、有害物質排出検査、炭化水素系物質検査） 

水 質 関 係 ・法規制指導 
（特定事業場水質検査、指定地域内事業場水質検査） 

廃 棄 物 関 係  

・廃棄物処理施設検査 
（し尿浄化槽、し尿処理施設、ごみ処理施設、最終処分場放流水・周辺調査） 
・産業廃棄物溶出試験

・産業廃棄物処分場浸出液検査・周辺調査

ダイオキシン類 ・法規制指導 
（排出ガス、排出水、廃棄物処理施設からのばいじん、燃えがら等検査） 

 

（２）研究

大気汚染物質や水質汚濁物質などの環境中の

挙動や分析技術の開発などについて研究を行っ

ています。また、研究成果は、学会での発表や、

所報、環境調査センターのウェブページへの掲載

などを通じて広く公表しています（表 ）。

２ その他の県試験研究機関における研究開

発【産業科学技術課、農業経営課、林務課、水

産課】

県の試験研究機関には、環境調査センターのほ

かにも、あいち産業科学技術総合センター、農業

総合試験場、森林・林業技術センター及び水産試

験場があり、それぞれの立場から環境保全に関す

る研究開発等を行っています（表 ）。
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表 環境調査センターにおける環境保全研究の実施状況（平成 年度）

研究テーマ 主な内容

排出ガス試料 採

取時における連続モニ

タリングシステムの開

発

施設の稼働状況により変動する排出ガス温度、流速、 濃度を試料採

取場所でリアルタイムに把握し、適切な試料採取ができるようにするた

め、温度計、差圧計、簡易測定装置等のセンサーからの信号をタブレット

に取り込み、連続表示させるシステムを開発した後、さらに実地試験

により、必要な改良を行った。

環境水中のノニルフェ

ノール実態把握調査

ノニルフェノールは、いわゆる環境ホルモン作用が疑われる物質として

注目され、「水生生物保全環境基準項目」に追加されている。ノニルフェ

ノールは多くの異性体を持つが、新たに定められたノニルフェノールの分

析方法では、固相抽出－ 分析により、 種類の異性体を分離定量し

てその総量をノニルフェノール濃度として表すこととされている。本研究

では、分析手法の確立とともに、河川・湖沼・海域における、異性体別に

みたノニルフェノールの分布や四季を通じた実態把握を目的とする。平成

年度は試料前処理操作の簡素化・効率化を図り、多数の検体を処理で

きる方法を検討し、最適分析条件の検討や添加回収試験等により精度管理

を行った。

航空機騒音評価指数

と による環境

基準適合状況の比較検討

航空機騒音に係る環境基準の評価指標が平成 年度に から

に改正された。このため、中部国際空港及び県営名古屋空港におい

て、新指標による調査と同時に旧指標による調査を行い、環境基準の適合

状況の比較検討を行った。

また、新指標において新たに評価対象に含めることとなった空港内の地

上音の取り扱いについては、対象音の判別方法について検討した。

ガスクロマトグラフ

－飛行時間型質量

分析計（ ）を用い

た環境中の化学物質の

分析に関する研究

環境中に存在している多種多様の化学物質については、その存在状況に

ついて未知な部分が多い。また、規制対象化学物質の動態に影響を及ぼす

ものも存在している可能性がある。 は、従来の質量分析計よりも、

高感度でスペクトル分析ができ、しかも、高分解能による精密質量分析が

可能なことから、より精度の高いスクリーニングが可能である。この

と とを組み合わせた を使用し、環境中に存在する多様な

化学物質の迅速で高精度なスクリーニング分析手法の確立を目指す。平成

年度は、大気試料を採取し、大気環境中の主要な有機化合物の同定・

解析を行った。

豊川流域を対象とした大

腸菌群数と大腸菌数（要

測定指標）の比較検討

河川の環境基準に設定されている大腸菌群数に替えて、大腸菌数が国において新

たな指標として検討されていることから、両者を比較測定して新基準導入にあたっ

ての課題を整理した。

愛知県の鳥類生息状況

についての研究

愛知県の鳥類生息状況について、昭和 年度から行っている鳥類生息

調査で蓄積されたデータをもとに、補完的に現地調査を行いながら、鳥類

の生息環境ごとに鳥類生息状況の把握を行った。

平成 年度は現地調査を継続するとともに、鳥類生息調査の既存デー

タをもとに、県内のカモ類の経年変動及び季節変動について分析を行っ

た。

（資料）環境部作成
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表 県試験研究機関 環境調査センターを除く。における環境保全に関する研究開発の実施状況

（平成 年度）

試験研究機関 研究テーマ

あいち産業科

学技術総合セ

ンター 

○ 環境に調和した生産加工技術の確立や資源の有効利用を目的とした研究を実施

１ 新規高熱伝導性複合材料を用いる環境に優しい 放熱部品の研究開発

２ 汚泥焼却灰を活用した環境低負荷型ロングライフ建材の開発

３ 太陽電池の発電効率を向上させる波長選択透過性遮熱ネットの開発

４ 強度・遮音性能に優れたメタルレス木質耐力壁の開発 等 計６件

農業総合試験

場 

○ 気象変動に強く環境に配慮した持続的農業の推進 
１ 地球温暖化・異常気象に対応できる生産技術・品種の開発 
２ 二酸化炭素等の排出を削減する技術、品種の開発 
３ 環境への負荷に配慮した生産技術・リサイクル技術の開発 
４ 生物多様性の評価手法及び保全・回復・活用に貢献する生産技術の開発 

森林・林業技

術センター 

○ 地球温暖化に対応した森林保全技術の確立のための試験研究を実施 
１ 海岸クロマツ林モニタリング調査 
２ タケ侵入林の植生回復モニタリング 
３ イチイガシ等南方系樹種の森林造成に関する研究 
４ 里山林の施業効果のモニタリング 

水産試験場 

○ 漁業生産の場である水域の調査や漁場環境の改善に関する試験研究を実施 
１ 赤潮の発生状況のモニタリング調査 
２ 貧酸素水塊、苦潮の発生状況調査や漁業被害に関する研究 
３ 有害生物のモニタリング及び発生機構の解明 
４ 藻場の造成技術の開発 

 
 

 

３ 他機関との共同研究開発

（１）「生物系未利用資源のカスケード型利用シ

ステムの構築」【産業科学技術課】

県は、名古屋大学と環境調和型・持続可能社

会の構築に向けた連携実施協定を締結しており、

同様の内容を名古屋大学と締結している名古屋

市とともに、平成 年度から共同研究を実施し

てきました。平成 年度まで実施してきた「循

環・再生型社会構築のための連携融合研究」の

成果を活用し、平成 年度から平成 年度ま

で、生物系未利用資源の資源化・エネルギー化・

肥飼料化という多段階的な利用システムを構築

する要素技術の開発を推進してきました。

（２）浮遊粒子状物質 の組成等構造解析研

究【環境調査センター】

対策の基礎資料を得るため、あいち産業

科学技術総合センターと連携して、環境大気中

の 及びばい煙発生施設から排出されたばい

じんの形状、構成元素等を分析しています。平

成 年度は、粒子状物質の粒径の違いに着目し

て、形状等を観察しました。

（３）国立環境研究所と地方環境研究所及び大

学との共同研究【環境調査センター】

ア の短期的／長期的環境基準超過を

もたらす汚染機構の解明

平成 年度から３か年計画で、国立環境研

究所及び地方環境研究所と共同で に関

する研究を実施しています。当センターは、「季

別測定データと長期平均値の関係」に着目した

共同研究テーマに参加し、 の４季２週間

成分測定の代表性・妥当性に関する評価手法等

を研究しています。平成 年度は今後の調査

方法等を検討しました。

（資料）環境部、産業労働部及び農林水産部作成 
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表 あいちエコスタンダード（平成 年度）の取組結果

項 目
取組結果

（基準年度比）
目 標
（ 年度）

①エネルギー消費量【事務事業】 
（原油換算）<単位面積当たり> ▲ ▲

②エネルギー消費量【水道関係施設】 
（原油換算）<取水量当たり> 増 ▲

③公用車燃料使用量（二酸化炭素換算） 増 ▲

④水道使用量 ▲ ▲

⑤用紙購入量 ▲ ▲

⑥廃棄物排出量 増 ▲

⑦可燃ごみ排出量（⑥の再掲） 増 ▲

⑧温室効果ガス排出量【事務事業】 
（二酸化炭素換算） ▲ ▲

⑨温室効果ガス排出量【水道関係施設】 
（二酸化炭素換算）<取水量当たり> ▲ ▲

⑩生物多様性の保全に配慮した物品の購入 対象物品中
対象物品中

（注１） ①～⑨の取組結果及び目標は、基準年度である平成 年度に対する比率。

（注２） ⑩の取組結果及び目標は、紙類、文具類、オフィス家具等のうち、原材料に木材を含むものについて、 等

の森林認証材や、あいち認証材等の間伐材を利用した物品の調達率。

（資料）環境部作成

表 財やサービスの購入に関する取組結果（環境物品等の調達結果 数量ベース）

分野 平成 年度調達率 分野 平成 年度調達率

紙類 消火器

文具類 制服・作業服

エアゾール製品 インテリア・寝装寝具

燃料 作業手袋

オフィス家具等 その他繊維製品

ＯＡ機器 旗・のぼり・幕

移動電話 モップ

家電製品 設備 調達実績無

温水器等 災害備蓄用品

照明 役務

自動車等 全体

（資料）環境部作成

第
２
部

　第
１１
章

211


